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スマートシティ官民連携プラットフォーム
「スマートシティの財政面からの持続性確保」分科会
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報告書(官民連携プラットフォームWebsiteにて公表)

官民の実務者たる団体が一堂に会し、我が国におけるスマートシティのファイナンスの在り方
を検討しました
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活動の概要

アンケート調査・個別インタビュー・意見交換会を通じ、官民の各プレイヤーが抱えるファイナ
ンス面の課題を抽出共有するとともに、解決の方向性を討議しました

アンケート調査
 プラットフォーム参加469団体に送付、90団体より回答を受領
 企業・大学研究機関等、地方公共団体、コンソーシアム・協議会、の３パタンにて実施
 収益モデル、推進組織設計、公共セクターへの期待、事業化に向けての課題認識等を調査

個別インタビュー
(第１回)

 事務局から分科会参加団体にインタビューを実施(面会ないし電話)

 15団体に対し実施
 各団体の課題認識について、幅広に意見を聴取

意見交換会
(第1回)

 デロイトトーマツグループのセミナールームにて実施(２時間)
 23団体が参加

 スマートシティの創出価値、受益者、検討の時間軸、などファイナンスに関連する幅広な論点を討議。
各団体の基本的な課題認識について相互に共有。

個別インタビュー
(第2回）

 事務局から分科会参加団体にインタビューを実施(ウェブ会議)

 9団体に対し実施
 本中間報告書の要旨を提示し、意見を聴取

意見交換会
(第2回)

 ウェブ会議にて開催。(２時間）
 22団体が参加

 本中間報告書の素案を提示。特に公共セクターが果たすべき役割への期待や課題にフォーカスして
意見交換を実施。
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コロナ禍による活動休止
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